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仮説 調査票設問番号と検証方法 

職
業
訓
練
各
課
程
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
Ｄ
Ｘ
関
連
技
術
の
明
確
化 

1. 求職者を対象とした職業訓練コースで

必要とされるＤＸ関連技術は〇〇では

ないか。（つまり、こういう人材であれば

欲しい、という視点） 

問７－２ 

企業の採用時に求めるＤＸに関する能力・スキルの

ニーズについてのデータを収集し、業種ごとでクロス

集計し、全体と業種ごとの傾向を導き出す。 

2. 在職者を対象とした職業訓練コースで

必要とされるＤＸ関連技術は〇〇では

ないか。（つまり、こういう要素が自社に

は足りない、という視点） 

問７－２ 

企業が社員に身に付けさせたい能力・スキルのニー

ズについてのデータを収集、業種ごとでクロス集計

し、全体と業種ごとの傾向を導き出す。 

3. 必要とされるＤＸ関連技術は、デジタル

スキル標準、ＤＸリテラシー標準（経済

産業省）で整理されたものを中心とすべ

きではないか。 

問４－１、４－２ 

経営者層、ＤＸ推進者、全社員の区別をして、デジタ

ルスキル標準において求められる項目ごとにどの程

度、意識、知識、技術が身につけられているかにつ

いてデータを収集し、業種ごとで、デジタルスキル標

準の浸透の度合いを確認し、出来ている項目、出来

ていない項目ごとに、どのような対応が必要かにつ

いて整理する。 

4. ものづくり関連企業（製造業、建設業）

が取り組んでいるＤＸに係る関連分野

は〇〇ではないか。 

問５群 

企業が導入しているデジタル技術についてデータを

収集し、業種ごとにクロス集計し、業種ごとで導入が

進んでいる技術を特定する。 

5. ものづくり関連企業（製造業、建設業）

がＤＸに取り組むうえでの障害のひとつ

に、人材育成があるのではないか。ま

たは、ＤＸ人材の採用（確保）の難しさが

あるのではないか。 

問３ 

ＤＸ推進における、人材育成等の課題についてのデ

ータを収集し、業種ごとでクロス集計し、人材育成等

の課題の重要度の違いを確認する。 

職
業
訓
練
の
専
門
系
に
必
要
と
さ
れ
る
Ｄ
Ｘ
関
連
技

術
と
指
導
員
研
修
の
検
討 

1. 指導員の業務に鑑みて、指導員に必要

とされるＤＸ関連技術（専門系）は〇〇

ではないか。 

問５群、問６群 

企業が導入しているデジタル技術、導入に関心のあ

るＤＸ技術についてのデータを収集し、業種ごとのク

ロス集計などで分析し、指導員に必要となるであろう

技術を検討する。 

2. 指導員は、デジタル社会に貢献できる

職業訓練（多様な業務）を行うため、今

後、〇〇の能力を習得すべきではない

か。 

問６－５、問６－６ 

将来的なＤＸのニーズについての回答を得て、将来

必要とされるであろう訓練内容を検討する。 

3. ＤＸについて指導員が対応する業務に

ついて、指導業務以外の指導員業務

（顧客に対する人材育成支援や技術支

援、訓練コースのコーディネート等、職

業訓練サービス等）に対する期待も大

きいのではないか。 

問９ 

指導業務以外の顧客に対する人材育成支援や技術

支援、訓練コースのコーディネート等、能力開発支

援サービス等についてニーズがあるかデータを集め

て、業種ごとでクロス集計し、傾向を確認する。 

4. 指導員が習得すべきＤＸ関連技術は、

利活用法の習得を中心としたものとす

べきではないか。 

問５群、問６群 

企業側のデジタル技術の利用、開発の状況のデー

タを収集し、検証する。 
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仮説 調査票設問番号と検証方法 

Ｄ
Ｘ
関
連
技
術
等
に
対
応
す
る
指
導
員
研
修
の
体
系
整
備 

1. 既存の研修体系を新たにＤＸに対応し

た研修体系に改編することで、効果的

な指導員研修の実施が可能となるので

はないか。 

問２－１ 

ＤＸ推進について、近い将来（３年から５年）の目標と

してどのような水準に到達していたいかを質問し、目

標とする水準の分布から将来的なＤＸ関連の人材育

成ニーズを推定する。 

 

問５群、問６群 

特定のデジタル技術とＤＸ導入により解決される課

題を例示し、それに対する関心やその導入状況、将

来導入したいＤＸ関連技術についての回答を得て検

証する。 

2. 新たな研修体系は、各系に分類された

体系ではなく、ＤＸの視点で新たに体系

化すべきではないか。 

問７群、問８群 

人材ニーズと、人材育成ニーズのデータにより検証

する。 

3. 新たな研修体系は、専門系の技術要素

のみならず、ＤＸマインド・スタンスに関

する要素も含めるべきではないか。 

問４－１、４－２ 

企業のＤＸマインド・スタンスについてのデータを収

集、業種ごとで集計し、傾向を確認する。 

4. 常に新たな技術に対応する職業訓練と

するため（つまり、指導員が常に最新の

ＤＸ技術を学ぶ、あるいは情報収集する

ため）、その指導員研修体系は、これま

での固定されたものではなく、常に改編

し得るフレキシブルな体系とすべきでは

ないか。 

問９－１ 

今後の経営・市場環境についての認識と、今後必要

とされる職業訓練に関して質問し、どのような訓練内

容のニーズがあるかについての回答を得て検証す

る。 

5. 職業訓練は、ＤＸによる産業界の変革

に沿って新たな訓練コースを開発すべ

きではないか。 

問９－１ 

今後の経営・市場環境についての認識と、今後必要

とされる職業訓練に関して質問し、どのような訓練内

容のニーズがあるかについての回答を得て検証す

る。 

6. 職業訓練の役割として、ＤＸ関連技術の

みならず、ものづくりの基盤技術（汎用

旋盤等、熟達が求められる技術）もこれ

まで同様担うべきではないか。 

問９－２ 

ものづくりの基盤技術の訓練がどのような方向性で

提供されるべきかについての回答を得て検証する。 

7. 職業訓練コースは、全てをＤＸ対応とす

るのではなく、公共職業訓練の役割を

踏まえ、これまでの基盤ものづくり系の

コースもしっかりと行っていく必要があ

るのではないか。 

問９－２ 

ものづくりの基盤技術の訓練がどのような方向性で

提供されるべきかについての回答を得て検証する。 
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